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はじめに
「日本の衰退」というと，何だか大げさなと
思われるかもしれないが，周知のように少子高
齢化が急激に進んでいる。2060年には総人口が
8670万人になり，その中で65歳以上の高齢者が
40%にもなる 1 ），といわれている。現在のよ
うな傾向がいつまでも続くと，日本が国として
成り立たなくなるかもしれないと，本当に心配
になってくる。
「下流老人」という言葉がはやったように，
多くの人が老後に不安をかかえている一方で，
若い人にも貧困が広がっている。非正規雇用の
給料では，とても結婚できないという声も聞こ
えてくる。「できちゃった婚」といわれるよう
に，子供を持つには結婚が前提であるという考
え方が根強い日本では，このままでは少子化に
歯止めをかけることすら覚束ないだろう。2 ）
1 ）国立社会保障人口問題研究所，「日本の将来推計人口」，
平成24年 1 月推計，出生中位，死亡中位の場合。
2 ）「日本経済新聞」，2016年 5 月30日号によると，少子化の
最大の理由は経済的な困難であると，アンケートの結果が
出ている。
それではどうすればよいか。答えは単純で，
働く人，なかでも若い人の所得を増やすことで
ある。賃金や給与の引き上げとなると，公務員
を除くと民間で決定されるわけだから，政府の
できることは限られている。それにしても，ま
だまだ工夫すべき余地はあるので，この点は後
でまたふれることにしよう。
それ以外に，政府がまずやるべきことは，生
活に困っている人に対して，年齢に関わらず支
援の手をさしだすことである。支援は，必ずし
も金銭の給付にかぎらないが，介助，住宅，教
育や，職業訓練などのサービスを提供するにし
ても，財政支出を増やすしかない。これ以上，
財政赤字を増やさないで，上記のような広義の
社会福祉を拡充するとなると，かなりの規模で
増税が必要になる。しかし，増税という言葉を
聞くだけですぐさま反論が出てくるだろう。消
費税の 8 ％から10％への引き上げですら，国民
の多くが反対しているではないか，と。このよ
うな反論については，後でまた取り上げること
にしよう。
現在の日本人がどれくらい幸せに暮らしてい
るかについては，国連とコロンビア大学が共同
で行った幸福度調査が興味深い結果を示してい
― 25 ―― 24 ― 流通経済大学論集　Vol.52, No.1
(024)
「大きな政府」は悪いことか
福祉国家の「大きな政府」という概念には，
拒否反応が根強いことは十分に承知している。
1970年代後半，あるいは80年代から，いわゆる
新自由主義の考え方が広まるにつれて，「小さ
な政府」への評価は高まる一方であった。政府
の介入が大きくなるほど，非効率性やムダが生
まれるので，民間にできることは民間に任せる
べきである，と言われてきた。
政府の歳出や税収の規模と経済成長との関係
を取り上げた研究はこれまでいくつかなされて
きた。こうした一連の研究を比較検討した文献
によると，正の相関，すなわち政府の規模が大
きくなるほど成長率は高くなるという結果もあ
れば，逆の相関，すなわち政府の規模が大きく
なるほど成長率は低くなるという結論を導いた
ものもある。6 ）最近は「大きな政府」が経済成
長を阻害するという研究の方が多いようにみえ
るが，以上の限りでは速断できない。
こうした研究で用いられている計量経済学の
複雑な手法について，ここで立ち入ることはで
きないが，やはり注目すべきは，なぜスカン
ディナヴィア諸国が良好な経済的成果を上げて
いるか，その理由である。この問いに対して，
スウェーデンの研究所から出された論文では，
市場に対して適合的な政策や制度が維持されて
きたことを指摘している。具体的には，質の高
い法制度，インフレを抑える金融政策や，自由
貿易など対外開放政策であり，これらは新自由
主義の処方箋と重なる。別の言い方をすると，
それは先進諸国のほとんどが採用してきた政策
であり，これでは北欧の「謎」を解くカギには
ならないだろう。
しかし他方で留意すべきは，同論文で「社会
的信頼」という要因も「大きな政府」が経済的
6 ） 管 見 の か ぎ り で い く つ か あ げ る と，Rati（1986），
Afonso and Jalles（2011），Bergh and Henrekson（2011），
Asimakopoulus and Karavias（2016）などがある。
る。その2016年版によると，第 1 位に来るのが
デンマークで，以下スイス，アイスランド，ノ
ルウエー，フィンランドと続き，少し離れて第
10位にスウエーデンが来ている。それでは，日
本はどうかというと，はるかに下って第53位で
ある。3 ）この調査は，一人当たりGDPや健康
寿命の他に，信頼できる人がいるか，汚職の頻
度などを合わせて指数化している。発想として
は，国連開発計画が策定している人間開発指数
（HDI）に近いが，それ以外に社会の公正さと
か，暮らしやすさといった要素を加えていると
ころが違う。これに関連して，別の調査で「政
府の人々を信頼できるか」，また一般に「他人
を信頼できるか」という質問に対しても，日本
の点数は最下位である。4 ）
日本は，かつて世界第 2 位の経済大国といわ
れていたが，「失われた20年」を経て，急激に
その地位を低下させてきた。一人当たりの
GDPでみると，2015年で世界の第26位（名目
値），もしくは第31位（購買力平価表示）であっ
た。5 ）一人当たりのGDP（平均所得）だけで
人々の幸福が計れるかという疑問はたしかにあ
りうるが，上に紹介したように，日本では幸福
度もきわめて低い。社会全体を覆う閉塞感は長
く続く経済の低迷が少なくとも一つの重要な背
景になっていることは間違いないだろう。
その一方で，北欧諸国の国民はきわめて高い
幸福度を享受している。北欧諸国は「高福祉・
高負担」でよく知られている。新自由主義の考
えによると，「高負担」は経済成長を阻害する
はずなのに，これら諸国の所得水準も，経済成
長率も日本より高いのである。この現象は北欧
の「パラドックス」，あるいは「謎」といわれ
るが，このように日本と対照的な現象がなぜ生
じるのか，十分に検討すべき課題である。
3 ）World Happiness Report 2016，http://worldhappiness.
report/。
4 ）井手（2012），pp.240-41。
5 ）http://www.globalnote.jp/post-12805.html。
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に成功する条件としていることである。7 ）い
わゆる福祉の「過剰」やバラまきを防ぐには， 
市民が互いに信頼したり，政府も信用できる関
係が重要であるとするならば，たしかに理解で
きる。政府や他人を信頼できないという声が大
きい日本では，福祉国家を成功させる条件が乏
しいのかもしれない。
現行の社会福祉の枠組みには，さまざまなム
ダがあることは事実である。それらの多くは既
得権益と結びついている。たとえば年金の手続
きにしても，先日，わが家に住民票コードが記
載されていないとの通知が届いた。住所が移転
した場合などに，このコードがないと不都合が
生じるという。しかし基礎年金番号が登録され
ているのに，なぜまた別の番号がいるのかよく
わからない。それにマイナンバーというものが
できたばかりである。そもそも住民票コード，
基礎年金番号，さらにマイナンバーと 3 つもの
番号を割り振り，それらを別々に管理するのは
費用がかかるし，国民にとっても煩わしいかぎ
りである。
こうした事態が生じるのは，官庁の縦割り行
政に原因がある。税と社会保険料の徴収が別の
役所で行われていることも，保育園と幼稚園が
分かれていることも，原因は同じところにあ
る。そればかりではなく，関連業界の利害も絡
んでくるので，是正するのは難しい。むろんこ
うしたムダの排除は必要なことであるが，しか
しそれでも，政府の支出は増えるしかない。育
児にしろ，介護にしろ，今までのやり方では行
き詰まりはすでにみえている。最近は老人，若
者ばかりではなく，子供の貧困も問題になって
いる。
中長期的な日本の経済発展にとって，教育の
重要性は誰しも否定しないだろうが，その点で
公的な教育支出が少ないことは致命的である。
実際どれくらい低いのか，念のためにOECD
（経済協力開発機構）の統計によって確認して
おこう。2013年で全教育課程（初等教育から大
7 ）Bergh and Henrekson （2011）。 
学・大学院の高等教育まで）への財政支出は，
対GDP比でOECD諸国の平均が4.5％に対し，
日本は3.2%であった。高等教育（大学・大学
院）に限ると，OECD諸国の平均で1.1％に対
し日本は0.6%であり，平均のほぼ半分に当た
る。日本の数値は全教育課程にしても，高等教
育に限っても，いずれもOECD諸国の中で最低
のグループに属するのである。8 ）
経済成長は必要ないか
ここまでの議論は，経済は成長すべきという
ことを暗黙の裡に前提していたが，経済成長に
懐疑的な見方もある。日本はもはや以前のよう
な経済成長は望めない，成長よりも人々の本当
の幸福を目指した方がよい，という思想であ
る。似たような発想として，私たちはすでに十
分手に入れていることに気づくべきという意見
もある。チェコの経済学者で大統領の経済顧問
も務めたセドラチェックは，このような考え方
を永久に消費続けることに幸福を見出す態度と
対比させている。9 ）たしかに現在の先進諸国
といわれる地域では，日常生活に必要なものは
満たされている。それにもかかわらず，いつも
欲求不満の状態に置かれているのが現実であ
る。
またセドラチェックは，「これまで経済学者
は成長に眼がくらみ，富の公正な分配という哲
学的・経済学的難題を無視して，あるいは解決
したものとしてきた。……だが成長が突然止
まったら，それどころかみなが貧乏になった
ら，突如として正義に対して誰もが敏感にな
る」，「経済は，一世代前も今日もおおむね公平
だった（あるいはおおむね不公平だった）。だ
が今日だけ，人々は不公平を問題にしている。
これは，成長資本主義が危機に瀕しているから
だ」10）と述べている。
8 ）OECD, Education at a Glance 2016, p.207。
9 ）セドラチェック（2015），p.342。
10）セドラチェック（2015），p.476。
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分配の不公平が意識されるのは，資本主義の
成長が危うくなったからである，という指摘は
あるていど当たっている。しかしその根本の原
因は，先進諸国の高度成長が終わった頃から，
低所得層の賃金や所得が抑えられる一方で，高
所得層がますます富む傾向が強くなったことに
ある。このような傾向は，トマ・ピケティなど
が強調する格差問題に現れている。11）
それでは，格差問題を解決するのに，経済成
長が止まった時の方がやりやすいのか，それと
も逆に成長が続いている時の方が好都合なの
か，この点を考えてみよう。格差を縮小するの
に最も分かりやすく有効な手段は，多く持って
いる人が少ない人に分け与えることである。以
上の疑問を言い換えると，どのような状態の時
に人々は利己的にではなく利他的になりやすい
のだろうか。その答えは，性善説と性悪説のど
ちらを取るかによって異なってくる。
性善説によると，人は本来，他人を思いやる
心があるので，成長が止まり困っている人が増
えるにつれて，分け与える気持ちが強くなる，
となる。他方で，性悪説の立場にたつと，成長
が止まり所得が伸びなくなると，富める人でも
自己防衛の気持ちが強くなり，再分配に消極的
になる，となる。実際にどちらの傾向が強いか
というと，福祉を拡充するためとはいえ，消費
税の引き上げに反対が根強いこと，あるいは低
成長の時代に福祉削減の声が強まったことなど
が示すように，残念ではあるが，性悪説，ある
いは利己主義の方が強いのが現実ではないだろ
うか。要するに，経済成長でパイが増えないか
ぎり，人々はパイの再配分に寛容にはなれない
のである。だからこそ，仏教が貪欲とか，強欲
を戒めたように，多くの宗教の教えが生まれる
のだろう。公共政策の議論にしても，そのよう
な人間の業を直視するところから出発しなけれ
ばならない。
そうはいっても，今日の少子高齢化の下で日
本経済は成長が難しくなっている。そういう時
11）ピケティ（2014），pp.328, 330の図などを参照。
には，財産を多く持ち，経済的に恵まれている
人には「身を切る」覚悟が必要になる。それは
具体的には多くの税や社会保険料を払ったり，
年金の減額に応じたりすることである。その覚
悟がないかぎり，経済成長は不要であるなどと
いうべきでないだろう。
この問題がやっかいなのは，高齢化社会では
高い経済成長がますます難しくなるからであ
る。少子高齢化は労働人口（生産年齢人口）を
減少させることになるが，それは必ずしも経済
成長の制約要因にはならないという議論があ
る。生産性の向上や，技術革新が起こると，労
働力の減少を補ってあまりあるというのが，そ
の理由とされる。形式的にはこの議論は妥当す
るようにみえるが，現在は，たんに労働人口が
減るだけではなく，人口構成が高齢化している
点に注意しなければならない。
一般に新しい技術を生む可能性は，高齢者よ
りも若い年齢層に多いといってよいだろう。ま
た新しい技術が生まれたとしても，それを生産
の現場や社会制度に適合させるためには，企業
や社会に十分な柔軟性がなければならない。高
齢化した企業経営者は，技術革新を積極的に取
り入れたり，企業組織を変革したりすること
に，概して消極的になりがちである。それは，
終戦後の日本で，財閥解体や旧経営者の追放に
よって若い指導者が台頭し，後の高度成長につ
ながった12）のと，まさに対照的なのが現状とい
うべきだろう。さらに付け加えると，生産年齢
人口が減っていく中で，移民の受け入れは一つ
の解決策になりうるが，一般に社会の安定とい
う観点から拒否反応の方が強い。このような反
応は若者よりも高齢者に強いだろうし，その意
味でも高齢化は経済成長にマイナスに働くので
ある。
高齢者に偏りがちな分配構造の改善や，所得
再分配の強化にこそ経済成長が必要になってく
るというと，利害対立を乗り越える方法は経済
成長だけではないとの反論が出るかもしれない。
12）香西（1981），p.27。
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成長に代わって，「分かち合い」とか「連帯感」
とか強調されることもあるが，性善説に頼りす
ぎるのはやはり危うい。東日本大震災をきっか
けに「絆」が強調されたように，「災害ユート
ピア」といわれるような状況では，再分配が進
む可能性もあるが，それに期待しすぎるのもよ
くない。
不平等は経済成長を阻害する
さらに留意すべき重要な点は，現在のように
格差が広がると，下位の所得階層で教育などへ
の支出が妨げられ，経済成長に対しても有害に
なることである。逆に，下方への所得再分配は
人的投資を進め，経済成長にプラスの働きをす
る。13）それ以外に，所得が低い階層では一般に
消費性向が高いので，再分配の強化が総需要を
伸ばすという効果も考えられるが，短期的な需
要効果についてはアイマイなところがあり，そ
れよりも人的投資が中長期的に経済成長に及ぼ
す効果の方を重視すべきだろう。
その一方で，再分配の財源をどこに求めるか
も論争点になる。国民全体に広く薄くかけられ
る消費税は税収を上げる点でたしかに大きな働
きをするが，分配の公正を重視する観点からす
ると，富裕層の資産や金融所得への課税や，累
進税の強化を優先すべきということもできる。
そこに相続税も含めるべきだろうが，このよう
に高所得層に偏った増税は，有能な人の働くイ
ンセンティブを下げ，経済成長にマイナスに作
用するというのが，新自由主義の立場から出さ
れる反論である。
実際のところ，欧米諸国でも日本でも，累進
税制の緩和，すなわち高所得層への減税が行わ
れてきたのは，低成長期に入ってからであっ
た。日本についてみると，所得税の最高税率は
1974年に75%（住民税と合わせて93%）にもなっ
ていたが，1984年から 5 度にわたり引き下げら
れ，さらに税率が適用される所得の刻みも少な
13）Cingano（2014）。
くなった。すなわち累進課税の傾きが平坦に
なった。その結果として，1999年には最高税率
が37%（住民税と合わせて50%）まで低下して
いたのである。現在はやや累進度が引き上げら
れ，最高税率は2015年以来，45%（住民税と合
わせて55%）となっている。14）しかしそれにし
ても，1974年に比べると高所得層の優遇は目
立っている。しかも，くり返し高所得層に減税
が実施されても，かつてのような経済の高成長
は戻っては来ていない。これは注目すべき事実
である。
消費税についは，2017年 4 月からの再引き上
げも見送られた。消費税の増税は，福祉拡充を
目的としていたはずであるが，それでも国民の
多数が反対するのは，短期的には実質所得があ
まり上がっていないことに原因がある。所得が
増えないのに，これ以上の税負担はとても耐え
られないというのが多くの人の実感だろう。賃
上げを進めるために，政府ができることはたし
かに限られているが，以下に述べるように，ま
だまだ工夫する余地はある。
市場への介入は悪か
消費税の引き上げばかりではなく，デフレの
克服にとっても，賃上げは重要な課題である。
2012年末の政権交代から，「アベノミクス」の
下で円安，株高が実現した。さすがに2015，16
年頃から金融緩和政策に限界がみえてきたとい
う評価が多くなってきたが，少なくとも2015年
までは円安の効果で史上最高益を記録する大企
業が相次いでいた。ところが，賃金の支払総額
は増えていない。しかも驚くべきことに，この
ような傾向は過去数年にかぎったことではな
かった。
全法人企業（金融・保険業を除く）の経常利
益は2000年（平成12年）の35.9兆円から2015年 
（平成27年）の68.2兆円へと1.9倍に増えたが，
14）財務省「所得税の税率構造の推移」，http://www.mof.go. jp/
tax_policy/summary/income/035.htm。
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その一方で人件費の総額は同じ期間で202.8兆
円から198.2兆円へとむしろ減っている。15）ま
た，企業が投資，配当や賃金にも支出していな
い現金・預金は，リーマンショック以来，増え
る一方である。16）この一部でも賃金の支払いに
充てれば，働く人々の所得がもっと増えるはず
である。それが直ちに消費の回復につながるか
どうかは，人々の将来への不安にもよるが，そ
れでも経済が好循環に向かうことは期待してよ
いだろう。
企業経営者は，「貸し渋り」や「貸しはがし」
に備えて，手元流動性を多くしているといわれ
る。あるいは，そもそも利益の最大化を図るの
が企業家の使命であるとすると，賃上げに消極
的なのは当然のことかもしれない。しかし企業
にとって合理的な行動が，マクロの次元では需
要を低迷させ，景気回復を遅らせる。あるい
は，若年層に非正規労働を押し付け，彼ら彼女
たちの低所得が少子化の原因にもなっている。
これは典型的な「合成の誤謬」といえるだろう。
労働組合は，賃上げを実現することに存在意
義があるはずであるが，あまり役に立っている
とはいい難い。その点は，上記の人件費の統計
数値が示している。近年ますます増えている非
正規雇用者の低賃金が人件費の低迷をもたらす
最大の要因である。ところが，これまで労働組
合は，非正規労働者の待遇改善にさほど積極的
に取り組んできたとはみえない。
安倍晋三総理は，経営者団体の代表に賃上げ
を要請したり，「同一労働同一賃金」を政策目
標に据えたりしてきた。さらに驚くべきは，市
場原理の「ワシントン・コンセンサス」を推進
してきたIMF（国際通貨基金）が2016年度の対
日報告書で「所得政策」の導入を勧告したこと
である。具体的には，インフレ目標に生産性上
昇率を加えた賃上げ率を設定し，この目標を税
15）経常利益，人件費の総額は，財務省『法人企業統計調査』，
各年号による。
16）現金・預金（フローベース）は，2008年にマイナス0.5兆
円であったが，2015年には13兆円になっていた。出所は上
記と同じ。
制によって支援すること，それが達成できない
場合には，罰則規定も視野に入れるべきとして
いる。17）この場合の所得政策は，1970年代のス
タグフレーション期に賃上げの抑制を図ったの
とは方向がまったく逆で，賃上げを促進するの
が狙いである。　
一般に大多数の経済学者は，政府の市場への
介入は好ましくないとみている。市場には資源
を最適に配分し，経済成長を促す働きがある。
だから政府が介入すると，市場による成長促進
の機能が阻害される，と。しかし，市場には
「失敗」がつきものである。そのような「失敗」
を是正するために，政府の役割を評価する経済
学者も少なくない。介入の手段については税制
など様々にあるだろうが，市場を利用すること
も工夫すべきである。
ほんの一例として，GPIF（年金積立金管理
運用独立行政法人）の資金運用を取り上げてお
こう。GPIFが内外の株式に運用比率を高めた
ことで，巨額の評価損が生じたと批判が沸き起
こったことは記憶に新しい。しかし株式の比率
が高くなることそれ自体は，あまり批判しても
意味がない。たしかに株価の変動は短期的には
大きいとしても，年金基金のように長期で運用
益を伸ばすためには，株式を含めた分散投資の
方が好成績を残すからである。
ここでGPIFを例に上げたのは，その運用を
公共的な政策目的に適合させることを考えても
よいからである。具体的には，賃上げや労働時
間の短縮など，労働者の生活環境に配慮してい
る企業の株に重点的に投資することである。株
式運用の全部とはいわないまでも，その一部で
あっても，巨大な「クジラ」に喩えられる基金
が株式市場に与える影響は無視できないだろ
う。
このように政策意図を持った投資に対して，
はたして十分な収益を上げられるかという疑問
や，あるいは，株式市場の正常な働きを歪める
という批判があるかもしれない。まず後者の批
17）IMF（2016）。
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判に対しては，利益第一に行動する市場がしば
しば株価の乱高下を招き，金融不安を誘発する
ことからすると，そもそも何が正常な機能であ
るかという疑問がわいてくる。前者の収益性に
ついては，不確実なところはあるにしても，運
用額の大きい「クジラ」には追随する投資家が
必ず出てくるので，株価も上がりやすいといえ
るかもしれない。いずれにしても，公的資金を
企業家に社会的責任を自覚させる方向に使うこ
とは，それなりの意味があるだろう。
最後にもう一つふれておきたいのは，「グ
ローバル化」の利用である。イギリスのEU離
脱，トランプの大統領選勝利など2016年に相次
いだ衝撃的な選挙結果は，その背景に経済の
「グローバル化」により打撃を受けた地域や中
間層の不満があったとされる。日本でもTPPを
めぐって，その負の側面を重視すべきという批
判がある。
このような批判に対しては，一国単位として
みれば，「グローバル化」やNAFTA（北米自
由貿易地域），TPPのような地域的統合は利益
の方が損失よりも大きいことが指摘される。そ
うだとすると，「グローバル化」や地域的統合
の根本的な欠陥は，その利益が一部の大企業や
階層に集中していることにある。「グローバル
化」によって不利益を受ける地域や人々に十分
な手当てをするのは当然のことであるが，実際
は逆の方向に進んできた。要するに，「グロー
バル化」の成果を適切に再分配すること，ここ
でも市場によって実現した利益の再分配が政治
的，社会的安定のカギになるのである。
結び
日本の将来について，まじめに考えれば考え
るほど，市場の本来の働きについて反省せざる
をえない。所得分配の不平等，なかでも若者へ
の不平等は日本という国の持続可能性すら危う
くする事態になっている。それは「市場の失
敗」のなかでも最も極端なものである。このよ
うに危機的状況に対して，「大きな政府」と
か，市場への介入とかを危惧するのは筋違いで
はないだろうか。「大きな政府」といっても，
いきなりスカンディナヴィア諸国のような高負
担は無理だとしても，現在に比べて「より大き
な政府」は避けられない。
所得の高い人は，高い累進税率に抵抗感があ
るのは当然である。しかし高所得が政府や社会
の支援によって支えられていることを軽視すべ
きではない。それでは，なぜ累進税率かという
と，能力に応じた負担の原則を主張する人もい
るだろうが，もう一つの論拠として，所得が高
い人ほど行政から受ける利益が大きいこともあ
る。所得や財産が多いと盗難や犯罪に巻き込ま
れやすく，被害額も大きくなる。災害にあった
場合でも損失は大きくなるので，警察や消防な
ど公共サービスに高い税金を払うのは，それな
りに根拠があるというわけである。
高い税率や「大きな政府」が経済成長に及ぼ
す影響について，短期的にはマイナスに働くこ
とはあるかもしれないが，この社会が持続する
ためには，長期的な時間軸で考えなければなら
ない。そのためには，教育なども含めた広義の
社会的経費をいっそう拡充するしかない。日本
はそこまで追い込まれているのである。
困難を抱えた高齢者への対策がなおざりにさ
れると，勤労世代にとっても老後の不安を大き
くする。それが現在の消費意欲に対してもマイ
ナスに働くだろうが，ここで指摘したいのは短
期的な効果ではない。老後の不安を解消できな
いと，現役世代の社会保障への信頼を低下させ
ることになる。それがひいては福祉国家を危機
に陥れるだろう。要するに，長い時間軸で考え
ることである。そもそも少子高齢化が予想され
たにもかかわらず，最近まで対策が打たれな
かったのも，同じところに根がある。それは政
治の問題であり，選挙制度の問題でもあるだろ
う。（2017.1.20）
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追記：『日本経済新聞』2017年 7 月 1 日号によ
ると，GPIFは環境，社会，企業統治へ積極的
に取り組んでいる企業への投資を，今後 3 ～ 5
年間で 1 兆円から 3 兆円に増やすとしている。
3 兆円はGPIFによる現在の日本株投資額に対
して約 1 割に相当する。
